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はしがき 

近年、グリーン化の推進が国際的な潮流となっており、我が国でも、2020 年

に「2050年カーボンニュートラル」を目指すことが宣言された。 

令和６年度税制改正大綱（令和５年 12月 14日、自由民主党・公明党）におい

て、「自動車関係諸税の見直しについては、日本の自動車戦略やインフラ整備の

長期展望を踏まえるとともに、「2050年カーボンニュートラル」目標の実現に積

極的に貢献するものでなければならない。」とされているほか、「自動車税につい

ては、電気自動車等の普及等のカーボンニュートラルに向けた動きを考慮し、税

負担の公平性を早期に確保するため、その課税趣旨を適切に踏まえた課税のあ

り方について、イノベーションへの影響等の多面的な観点も含め、関係者の意見

を聴取しつつ検討する」とされている。 

これを踏まえ、デジタル化・グリーン化時代にふさわしい地方税制のあり方に

関する調査研究会にＷＧを設置し、最近の自動車税制・業界の動向や、令和３年

度及び令和元年度のＷＧで議論した論点の現況について、業界団体や学識経験

者等から説明を聴取し意見交換を行った。 

最後に、今回の調査研究に当たり、御多忙のところ委員をお引き受けいただい

た先生方に心から感謝を申し上げる。 

令和７年３月 

一般財団法人 自治総合センター 

理事長 岡 崎 浩 巳 
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令和６年度 自動車関係諸税に係る調査研究ＷＧ 

 

各回、以下の有識者から説明を聴取し、意見交換を行った。 

 

第１回 令和６年 10 月４日（金） 

・ 沖永 翔也 日本経済新聞社 記者 

・ 諸富 徹 委員 

 

第２回 令和６年 10 月 11 日（金） 

・ 塩路 昌宏 京都大学名誉教授 

・ 辻谷 久雄 東京都主税局税制部長 

 

第３回 令和６年 10 月 17 日（木） 

・ 工藤 祐揮 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

ゼロエミッション国際共同研究センター 

副研究センター長 

・ 後藤 収 日本自動車工業会総合政策委員会税制部会長 

 

※ 役職等は開催当時のもの 
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資料１ 令和６年度第１回研究会 

（令和６年 10 月４日）資料 

 

  





日本の車業界をとりまく状況 

（日本経済新聞社 沖永記者） 
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自動車関係諸税に係る調査研究 WG 第 1 回 
2024 年 10 月 4 日 

諸富 徹(京都大学) 

「自動車関係諸税にかかる調査研究 WG 報告書(R1＆
R3)」、および車体課税改革の方向性に関する私見 

Ⅰ．令和元年度報告書について

1． 問題意識

(1)技術革新

➤CASE・・・Connected（コネクティッド）、Autonomous/Automated（自動

化）、Shared（シェアリング）、Electric（電動化）

①保有から利用への変化

➤自動車保有台数の減少

②環境負荷の低減に対する要請の高まり

➤CO2の排出削減

③国・地方を通じた財源を安定的に確保

➤自動車関係諸税から得られる地方税収の確保

2． 海外調査(EU、ドイツ、フランス)の総括 
(1)電気自動車への課税

➤ドイツでは重量に応じた EV 課税を制度化していたが、最初の 10 年間は非課税

だったため、調査時点で本格的な課税は行われていなかった

(2)CASE が自動車関係諸税に与える影響

➤についての認識はあったが、具体的な対応は行われていない状況

(3)保有から利用への変化

➤走行距離に応じた課税については、欧州においては通過交通に対する対策(ドイ

ツ)であり、また、米国のオレゴン州では燃料課税の将来的な減収を見越したもの

であり、その成り立ち(背景)が異なる

3． 走行課税の実務および理論上の論点 
(1) 走行課税には慎重な立場

➤単純に走行距離に応じた課税では、自動車税種別割の財産税的性格等を反映でき

ない

➤走行距離課税はむしろ燃料課税と代替性がある

➤現実の問題として、より走行距離が長い地方部の負担増になりうる

➤走行距離課税に関する我が国の議論の状況を考えると、欧州に比べて、我が国の

状況により近いと思われる米国の状況について、さらに調査することも有益では

ないか、との意見もあった。

(2)参考：オレゴン州における道路利用課徴金制度

➤対象車種をオレゴン州で登録されている 10,000 ポンド以下の車両とし、米国で搭載

が義務化されている車両診断情報取得用の OBDⅡ(Onboard diagnosticsⅡ)などの

専用機器を利用して課金を行う仕組み

➤個人のプライバシー保護の観点から、参加者は GPS 対応・非対応の選択が可能
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➤GPS 対応を選択した場合は、対象区域は州内の公道となる一方、GPS 非対応を選択

した場合は、対象区域内にいるかどうかの判別ができなくなるため、州内外の全道

路の走行距離が課金対象となる

➤参加者は、GPS 対応であれば、対象区域内での燃料消費量相当の州燃料税、州内の

私道走行にかかる道路利用課徴金を還付され、GPS 非対応であれば、全走行にかか

る州燃料税が還付される

➤オレゴン州における道路利用課徴金制度導入の背景には、燃料課税の将来的な減収

に対する問題意識がある

［出所］報告書 16 頁． 

➤【私見】もし走行課税をやるなら、以上の諸提案／実践例とは別に、給電スタン

ドにおける「充電税」のような形にするほうが徴税コストを抑えることでき、捕

捉もしやすいかもしれない

4．CASE に対応した自動車関係諸税のあり方を検討する際に留意すべき視点(委員意

見紹介) 
➤自動車税種別割において、課税指標に排気量を用いているのは、排気量の大きさ

がその自動車の価値を表す指標として最も適していたからだと考えられるが、そ

れも技術の進歩とともに変化し得る。他の課税指標を取り入れることも考え得る

のではないか。

➤CASE の進展により、今後、自動運転技術が進んでいけば、「自動車の価値」とし

て、例えば移動空間の広さなど、居住性や快適性がより重要視されるようになる

ことも考えられる。どのように「自動車の価値」を捉えていくかは、技術の進展

に合わせて現実問題として採りうる選択肢を検討すべきものではないか。

➤他の指標を検討する場合においても、元来の自動車税種別割の性格を踏まえて、

－18－



単一の指標を検討するのではなく、現行の排気量や重量、馬力など、様々な指標

を組み合わせて検討するべきではないか。

➤道路損傷負担金的性格から、重量を課税指標とすることが、これまでの自動車税

種別割の性格に馴染む部分も少なからずあると考えるが、その前提として、すで

に自動車重量税において重量が課税指標に用いられていることとの整理が必要と

考えられる

5．報告書まとめ 

現行の自動車税種別割についてその性格を踏まえれば、

(1)財産的価値に応じてご負担いただく必要があること

(2)道路損傷に伴う財政需要を踏まえて、一定の税収を確保していく必要があること、

(3)環境負荷に応じた課税の仕組みを取り入れることが必要であること、

を念頭に CASE によって、自動車を取り巻く環境がどのように変化していくかを見極

めながら検討していく必要がある。 

Ⅱ．令和 3 年度報告書について 
1．環境性能割の環境インセンティブのあり方

➤環境性能割は、「自動車の取得のために通常要する価額」を課税標準とし、燃費基準

値達成度等に応じて 0～3％の税率が設定されている

➤各税率の適用を受ける自動車の範囲については、以下の図に示すとおり、税率 1％
や 2％に該当する自動車は相対的に少なく、3％から非課税まで、いわば「一気に落

ちる」分布・構成となっている

➤ユーザーへの環境インセンティブ強化の観点から、現行制度をどう評価し、またど

のような税率区分の設定が望ましいかが論点となる

［出所］報告書 6 頁． 
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2．電動車に対する課税上の取り扱いのあり方 
➤実際にガソリン車や電動車の 2030 年度燃費基準の達成度を比較したのが、下図の

上段

➤EV や PHV が比較的、図の上方(良好な燃費基準達成度)にある一方、HV とガソリ

ン車は混在していることが分かる。

➤これに対し、実際に課される自動車税について見てみると、下図の下段の上段のと

おり、HV はガソリン車と同様に、燃費性能に応じた取扱いがなされる場合が多い

なか、種別割のグリーン化特例(重課)については、一律に適用されていない

➤HV に係るグリーン化特例(重課)は、他の制度と比較した場合の取扱いが不均衡とな

っている。電動車について今後、課税上どう取り扱うのが望ましいかが論点となる

［出所］報告書 9 頁． 

［出所］報告書 9 頁． 
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3．電気自動車等に対する課税のあり方(種別割の適用税率) 
➤EV について新たな課税指標を検討するにあたっては、①財産的価値を表す指標で

あることを基本として、②道路損傷をもたらす程度をも加味できるものを選定する

ことが望ましい

［出所］報告書 12 頁． 

［出所］報告書 13 頁． 
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➤委員の意見の紹介

(1)財産税的な性格に重きを置けば、課税標準は価格、道路損傷負担金的な性格の方

に重きを置けば、重量が適当ではないか

(2)自動車税の創設当時から言われている性格を前提とすれば、総排気量による課税

の実態と近いものが適当ではないか

(3)財産的価値に応じてご負担いただくという課税根拠に基づけば、内燃機関自動車

の課税指標である総排気量と近い概念である、モーターの定格出力や最高出力と

することが理に適っているのではないか。

Ⅲ．車体課税改革に関する意見(再掲) 
➤以下は、「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会」に提出

した意見の再掲

➤引用資料は、「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告

書（令和５年３月）」より

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会

令和 4 年度第 1 回(車体課税) 2022 年 5 月 27 日 
諸富 徹(京都大学) 

車体課税に関する意見 

1．前提

1)カーボンニュートラル達成のためには、早期の電気自動車(EV)への移行が必要

➤保有者の構成比率が急速に変化するタイミングに備えて、車体課税のあり方を改革

する必要性

2)自動車の脱炭素化への要請にどう応えるか

➤走行距離／台あたりの CO2排出量では、ガソリン車＞ハイブリッド車(HV)＞EV で

あることは明らか

➤取得、保有、走行の各段階で、脱炭素化へのインセンティブをかけるべき。現状で

は、各段階で下記のインセンティブが付与されている。

取得段階：環境性能割

保有段階：グリーン化特例(自動車税)、エコカー減税(自動車重量税) 
走行段階：揮発油税、軽油引取税

➤車体課税の役割としては、以上のインセンティブのあり方や、そもそも本則の課税

ベースや税率が現状のままでよいか、脱炭素化の観点から見直す必要がある。

2．EV への公正な課税 

1) 現在、EV は様々な税制上の優遇を受けている(報告書 92 頁上段)。それが、①本格
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的な普及前の段階であること、②走行時に CO2を排出しない車種であること、を考

慮すれば、様々な優遇措置は正当化される。

➤具体的には下記の優遇がある。

① 自動車税／環境性能割・・・非課税

② 自動車税／種別割・・・排気量がないため、最低税率(25,000 円)で課税

③ 自動車税／グリーン化特例軽課・・・取得翌年分 75％(②と③の組み合わせで実

質的には 25,000 円×0.25＝6,500 円が税負担額)
④ 自動車税／グリーン化特例重課・・・重課なし

⑤ 自動車重量税／本則税率(2,500 円)・・・1.7t の日産「リーフ e+G」の場合、

32,800 円が 20,000 円になる。

⑥ 自動車重量税／エコカー減税・・・新車登録時＋初回車検時に免税

2) だが、それが本格的に普及する段階では、いつまでも現在と同様の優遇措置を維持

することは正当化できなくなる。EV への課税根拠としては、道路損傷負担金とし

ての根拠、財産課税としての根拠を上げることができる。

➤欧州では、電気自動車販売が急速な立ち上がりを見せており、本格的な普及の初

期段階に入ったとみられる(報告書 75 頁上段)

3) ガソリン車、ハイブリッド車との課税の公平性上、EV に対する適切な車体課税上

の課税ベースを見出し、いずれ本格的な課税を行うべき。

4) 他方、EV が現在優遇されている上記 1)の②の論拠は、EV が本格普及したとしても

なお残存する。したがって、EV への本格課税を導入する段階では、EV の②の論拠

に対応する税制上の新たな設計を導入することが正当化される。具体的には、ドイ

ツのように自動車税への CO2課税ベースの導入が考えられる。

➤ドイツの場合は、排気量課税ベースを残したまま、CO2排出量課税ベースを導入

している。自動車税の税額は、排気量割の税額＋CO2割の税額となっている(詳細

は、諸富(2009)を参照)。

5) 【補論】課税の公平上の観点から単純に EV を課税強化するだけだと、EV の持っ

ている環境上の価値が、保有段階課税上、適切に反映されなくなる。CO2課税ベー

スの導入は、この点への対処になる。

➤加えて、EV には次の社会的メリットがある。

① EV は「動く蓄電池」として災害対応の用途がある。

② 住宅太陽光パネル、蓄電池、車載蓄電池を組み合わせ、充放電を最適に制御す

ることで、電力系統の安定化と、家庭部門のエネルギー自立に寄与。

3．HV への適切な課税 

1)HV はすでに普及期に入っている。2020 年に新車販売台数の 34％超、保有台数の約

2 割を HV が占めるに至っている。このことから、もはや HV に特化した税制上の優

遇措置が必要な時期は終了したとみてよいのではないか(報告書 91 頁上段・下段)。

2)HV は依然として燃費がガソリン車に比べて相対的に良いが、かつて(2012 年)と比べ

ると現在(2022 年)は、燃費性能にバラつきがみられるようになっている。かつては、

HV は明らかに燃費上、ガソリン車とは異なるグループを形成していたが、現在は、

ガソリン車と HV の燃費性能が混在するようになっている(報告書 94 頁下段、95 頁

上段)。
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3)HV への優遇措置は、自動車税の種別割に残っている(報告書 92 頁上段)。
➤具体的には、13 年経過車に対して行われる重課が適用されない。

➤報告書 94 頁下段、95 頁上段より、かつては重課を免除する理由であった燃費基準

の大幅超過達成がみられなくなった今、HV に対する重課免除を継続する根拠は失

われたと判断できる。

4)環境性能割における税率区分の改革の必要性(とくに HV との関連において)
➤報告書 84 頁上段・下段一般的に、HV がガソリン車よりも燃費性能が良いことを

示しているが、どちらもその分布には、かなりのバラつきがみられる。

➤現在の環境性能割の税率適用は、ガソリン車を税率 1～3％で課税対象とする一方、

HV と EV は非課税とする、という考え方に基づいているようにみえる。

➤しかし、燃費性能でガソリン車と HV が混在するようになったこと、税率 1％と

2％の幅が狭く、その他のカテゴリーにとって、十分な燃費性能改善へのインセン

ティブが与えられる税率構造にはなっていない、という課題もある。

➤自動車についても脱炭素化が求められる新しい段階に入ったことから、環境性能割

の税率構造についても手直しされるべきではないか。

5)環境性能割の税率構造は、次のように手直ししてはどうか。

➤HV は、十分普及し始めていることや、燃費性能のバラつきなどの特徴から、もは

や非課税とする根拠は失われたのではないか。

➤これに対して、EV をはじめとする次世代車は CO2を排出しないこと、まだ普及段

階に至っていないことから、依然として非課税対象とすることが望ましいように思

われる。

➤以上の論拠から、以下のように HV はガソリン車と同じカテゴリーとしてとらえ、

CO2を排出しない EV など次世代車と区別したうえで、前者は課税対象、後者は非

課税対象とすべきではないか。これは、自動車税のグリーン化特例軽課の対象とし

て EV のみが対象として絞り込まれていることに相応する。以上を踏まえ、環境性

能割の税率は例えば、次のような税率構造が考えられる。

① 次世代車・・・非課税

② 燃費基準 150％以上達成車・・・1％
③ 燃費基準 100％以上達成、150％未満達成車・・・2％
④ 燃費基準未達成車・・・3％

➤燃費性能の向上インセンティブを働かせるため、そして税収を確保するため、燃費

基準の改定に合わせて非課税対象、税率構造はつねに見直され、強化されるべき。 

［参考文献］ 

諸富徹「低炭素社会と自動車関連税のあり方－EU およびドイツの動向を中心に」『地

方財政』2009 年 12 月号(第 48 巻・第 12 号)，pp.4-13. 
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We reaffirm our commitment to a highly decarbonized road sector by 
2030, and recognize the importance of reducing GHG emissions from 
the global fleet and the range of pathways to approach this goal in 
line with trajectories required for keeping a limit of 1.5 C within reach.
We are committed to the goal of achieving net-zero emissions in the 
road sector by 2050.

2030

2050

In this context, we highlight the various actions that each of us is 
taking to decarbonize our vehicle fleet, including such domestic 
policies that are designed to achieve 100 percent or the 
overwhelming penetration of sales of light duty vehicles (LDVs) as 
ZEV by 2035 and beyond; to achieve 100 percent electrified vehicles 
in new passenger car sales by 2035; to promote associated 
infrastructure and sustainable carbon-neutral fuels including 
sustainable bio- and synthetic fuels. 

2035 2035
100 2035

100

2030
50 2030

Considering the findings of the IEA ‘s Energy Technology Perspective 
2023, We also note the opportunity to collectively reduce by at least 
50 percent, CO2 emissions from G7 vehicle stock by 2035 or earlier 
relative to the level in 2000 as a halfway point to achieving net zero 
and to track the progress on a yearly basis.

IEA ETP2023
2035 G7 CO2 2000

50
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2050 ZEV IZEVA commitment
2015
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HEV Roadmap 2020
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30 40 HEV
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2030 20% 30%
2040 2021

2030 5,000 2040 2021

JPEC 2022 9 *Net-zero with End of Sale of New Petrol and Diesel Cars by 2030
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HV 78.7
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2023
EV+PHV 300.9
HV: 339.7

1284.7

2022
EV+PHV 92.1
HV 76.9

1373.4

2023
EV+PHV 140.9
HV 117.6

1545.7

2022
EV+PHV 9.7
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HV 184.4

399.3

ACEA( ) CAAM( ) Wards( ) ( )

2023 BEV

16Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－88－



Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc. 17

22 9 22
1

23 2 8
2

CN

23 10 5 3

23 10 26
( ) ( )

2023
3

GX
2024

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc. 18

－89－



Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc. 19

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－90－



21Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

22
Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－91－



23Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－92－



25Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

26

10,800
1000 cc BEV/FCEV 25,000
1001 1500 cc 30,500
1501 2000 cc 36,000
2001 2500 cc 43,000
2501 3000 cc 50,000
3001 3500 cc 57,000
3501 4000 cc 65,500
4001 4500 cc 75,500
4501 6000 cc 87,000

6001 cc 110,000

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－93－



700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12 14

Q.

1

27Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－94－



29Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

30Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－95－



31Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

32Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

－96－



33Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

2024
EV PHV

2024
1-8 1,213,626 14.0% 618,883 7.1%

2023 2,019,401 15.7% 989,937 7.7%

2024
1-8 3,908,793 24.2% 2,803,590 17.4%

2023 6,258,066 24.0% 2,789,495 10.7%
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1-8 38,766 1.6% 27,900 1.2%
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